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Ⅱ  独 自 集 計 の 概 要 

 

１ 集計の視点 

経済センサスは、事業所および企業の経済活動の状態を明らかにし、我が国における包括的な産業構造を明

らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備することを目

的とした調査である。「平成 24年経済センサス‐活動調査」は、全数調査として初めて産業横断的に同一時点

の経理項目を把握した調査であり、福井県の経済に関する詳細なデータも把握できるようになった。 

本独自集計は、「平成24年経済センサス‐活動調査」のデータに基づき、県や市町が実施する各種施策の立

案や検証に活用するため、想定される用途に応じて地域、産業分類等の項目を使い分け、より実用に適したか

たちの統計表を収録している。また、県内全ての事業所・企業を対象とする調査から得られたデータであるこ

とから、福井県の産業状況についてより詳しく、多角的に捉えるための基礎資料としても御活用いただきたい。 

 

 

２ 集計の内容 

 各独自集計データの内容と想定される用途は以下のとおり。 
 

事業所 企 業

 町丁・大字別集計 1 産業(大分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金額－市町、町丁･大字 〇

 商業統計 2
｢卸売業、小売業｣事業所、産業(小分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)
金額、売場面積－県内中心市街地 〇

3
｢卸売業、小売業｣事業所、産業(小分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)
金額－市町、町丁･大字 〇

 宿泊業、飲食サービス業 4
｢宿泊業、飲食サ－ビス業｣事業所、産業(小分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売
上(収入)金額－市町、町丁･大字 〇

 従業者規模 5 産業(小分類)、常用雇用者規模(6区分)別の民営事業所数－県、市町 〇

► インターネット等を利用して成約する取引量の現状を把握し、企業支援策検討の基礎資料とする。

 電子商取引の
 現状分析

6 企業産業(小分類)別の電子商取引をしている企業等数－県、市町 〇

7 企業産業(小分類)別の電子商取引をしている企業等数－全国、都道府県 〇

 医療、福祉 8
｢医療、福祉｣事業所、産業(細分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金
額、給与総額、福利厚生費－県、市町 〇

(４) 「医療・福祉」事業所の経営実態データ

(３) インターネットなど利用商取引の実態データ

集計対象
表番号 集　　　計　　　表内    容

► 町丁･大字別に地域の産業構造、経営状態を分析することにより、商店街の店舗の業種分析、売上高把握等を内
► 容とする次期中心市街地活性化基本計画策定等の基礎資料とする。

(２) 小規模事業経営支援事業費補助金の認定データ

(１) 中心市街地活性化施策の基礎データ

► 介護事業者の給与額、労働分配効率等を分析し、不足する介護従事者確保策の基礎資料とする。

► 小企業（建設業および製造業は従業員数２０人以下、それ以外の業種は５人以下の事業者）の数を市町ごとに把
► 握し、小規模事業経営支援事業費補助金の認定に係る地区内の小規模事業者数算出の基礎資料とする。
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事業所 企 業

 経理的項目 9
産業(中分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金額、費用総額(主な費用

内訳)、付加価値額－県、市町 〇

 工業統計 10
｢製造業｣事業所、産業(小分類)別の民営事業所数、原材料費、燃料費、電力の使用額等－

県、市町 〇

 建設業の分析 11
｢建設業｣企業、企業産業(小分類)別の事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金額、工事

種類別完成工事高(元請、下請)－県、市町 〇

12
｢建設業｣企業、大臣･知事コ－ド別の事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金額、工事種

類別完成工事高(元請、下請)－県、市町
〇

13
｢建設業｣企業、企業産業(小分類)、従業者規模(10区分)別の企業等数、事業所数、男女別

従業者数、売上(収入)金額、工事種類別完成工事高(元請、下請)－県、市町
〇

 サービス関連産業B 14
｢サ－ビス関連産業Ｂ｣事業所、産業(細分類)別の民営事業所数、収入を得た相手先別売上

(収入)金額－県、市町 〇

15
｢751旅館、ホテル｣および｢752簡易宿所｣事業所、収容人員規模(7区分)別の民営事業所

数、従業者数、収容人員、客室数－県、市町 〇

 広域圏別集計 16
産業(小分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金額、費用総額(主な費用

内訳)、付加価値額－県、広域圏 〇

 町丁・大字別集計 17 産業(小分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金額－市町、町丁･大字 〇

18 経営組織(4区分)別の民営事業所数、従業者数、売上(収入)金額－市町、町丁･大字 〇

 基本的な集計 19
産業(小分類)、経営組織(4区分)、従業者規模(10区分)別の民営事業所数、男女別従業者

数、男女別常用雇用者数－県、市町 〇

 従業上の地位別 20 産業(小分類)別の民営事業所数、従業上の地位(6区分)別の男女別従業者数－県、市町 〇

21
産業(中分類)、従業者規模(10区分)別の民営事業所数、従業上の地位(6区分)別の男女別

従業者数－県、市町 〇

22
産業(小分類)別の民営事業所数、個人経営の事業所数、個人業主のみの事業所数、男女

別従業者数－県、市町 〇

23
産業(小分類)別の民営事業所数、個人経営の事業所数、個人業主および無給の家族従業

者のみの事業所数、男女別従業者数－県、市町 〇

24
産業(小分類)、従業者規模(8区分)、経営組織(7区分) 別の民営事業所数、派遣従業者の

有無別事業所数、男女別従業者数、派遣従業者数－県、市町 〇

 本所・支所の状況 25
産業(小分類)、従業者規模(8区分)、単独･本所･支所(3区分)別の民営事業所数、派遣従業

者の有無別事業所数、男女別従業者数、派遣従業者数－県、市町 〇

 開設時期 26
産業(小分類)、開設時期(12区分)、経営組織(4区分)別の民営事業所数、男女別従業者数

－県、市町 〇

 本所の所在地 27
産業(中分類)、単独･本所･支所(3区分)、本所の所在地別の民営事業所数、男女別従業者

数－県、市町 〇

 存続・新設・廃業 28 産業(小分類)、存続･新設･廃業別の民営事業所数、男女別従業者数－県、市町 〇

29
産業(小分類)、経営組織(3区分)、単独･本所･支所(3区分)、存続･新設･廃業別の民営事業

所数、男女別従業者数－県、市町 〇

30
産業(中分類)、単独･本所(2区分)、存続･新設･廃業別の民営事業所数、男女別従業者数

－県、市町 〇

31
産業(小分類)、従業者規模(10区分)、単独･本所･支所(3区分)、存続･新設･廃業別の民営
事業所数、男女別従業者数－県、市町 〇

(６) 広域圏および地域別の産業構造データ

(５) 市町の産業振興策の基礎データ

集計対象
表番号 集　　　計　　　表内    容

(７) 福井県の産業振興策の基礎データ

► 県内４圏域の産業構造の比較分析を通して、圏域の特性を生かした産業振興策の現状を検証するための基礎資
► 料とする。
► 舞鶴若狭自動車道全線開通、中部縦貫道の整備進展など、高速交通ネットワークの拡大に伴い今後変化が予想
► される各地域の産業構造の現状を町丁･大字別に把握することで、新たな産業振興施策検討の基礎資料とする。

► 県全体の産業構造や労働環境について、事業所数、売上金額、設備投資額、正社員や派遣事業者の数、新設・
► 廃止事業所数、従業者規模、経営組織など、様々な角度から重層的に分析し、効果的な施策検討・立案の基礎
► 資料とする。

► 市町ごとの産業構造および経営実態を把握し、市町の中長期的な産業振興策の基礎資料とする。
► 原子力関連産業について分析を行い、エネルギー政策の転換状況に応じた関連産業振興策の基礎資料とする。
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事業所 企 業

 経理的項目 32
産業(小分類)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金額、費用総額(主な費用
内訳)、付加価値額－県 〇

33
産業(小分類)、経営組織(4区分)別の民営事業所数、男女別従業者数、売上(収入)金額－
市町 〇

 基本的な集計 34
企業産業(小分類)、単一･複数別の企業等数、事業所数、従業者数、売上(収入)金額、費用
総額(主な費用内訳)、付加価値額、年間商品販売額、商品売上原価－県、市町 〇

35
企業産業(小分類)、単一･複数別の企業等数、事業所数、従業者数、売上(収入)金額、費用
総額(主な費用内訳)、付加価値額、年間商品販売額、商品売上原価－広域圏 〇

 一般消費者との
 電子商取引

36
企業産業(小分類)別の一般消費者と電子商取引をしている企業等数、一般消費者と行った
電子商取引の額－県、市町

〇

37
企業産業(小分類)別の一般消費者と電子商取引をしている企業等数、一般消費者と行った
電子商取引の額－全国、都道府県 〇

 設備投資 38 企業産業(小分類)別の企業等数、設備投資の有無、設備投資取得額－県、市町 〇

 環境 39 企業産業(大分類)別の事業所数、車種別自家用自動車保有台数－県、市町 〇

40 ｢製造業｣事業所、産業(小分類)別の民営事業所数、従業者数、製造品出荷額－県、市町 〇

 教育 41 ｢823学習塾｣事業所、民営事業所数、従業者数、受講生数－県、市町 〇

42
｢824　教養･技能教授業｣事業所、産業(細分類)別の民営事業所数、従業者数、受講生数
－県、市町 〇

 事業所数 43
産業(中分類)、常用雇用者規模(6区分)、資本金(4区分)別の民営事業所数(外国の会社を
除く会社の単独および本所事業所)－市町 〇

(10) 中小企業の現状データ

► 県内事業所を市町別および業種別のみならず、常用雇用者規模別および資本金規模別に把握することで、中小
► 企業支援のための基礎資料とする。

集計対象
表番号 集　　　計　　　表内    容

(８) 環境施策の基礎データ

► 学習塾や習い事などの教育環境を把握し、福井県の公教育のレベルアップや生涯学習推進のための施策の基礎
► 資料とする。

► 自家用自動車の保有台数を把握し、温室効果ガス削減等の施策の基礎資料とする。
► 製造業事業所の現状を分析し、今後の環境産業育成策のための基礎資料とする。

(９) 教育・学習支援業の現状データ

 


